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雇用の安定と安心して働ける労働環境づくりの各事業に、最大の努力を続ける貴職のご努力に心から敬意を表しますとともに、日頃より私ども連合山形の諸活動に対して、格別のご理解とご協力を賜っておりますことに、厚く御礼と感謝を申し上げます。

　さて、２０２０年の春季生活闘争が始まり、私たち連合山形に加盟する労働組合は、労働条件の向上のために会社に要求書を提出し、労使による交渉が行われております。私たち労働組合が求めている労働条件の向上には、賃金の引上げはもとより、格差是正、法令遵守、パート・有期・派遣などで働く労働者の待遇改善など、労働行政が深く関与する項目もあり、貴職による指導等が不可欠と考えております。

　つきましては、連合山形として貴職に対しましてご要請いたしますので、山形県の労働行政に積極的にご反映いただきますようお願い申し上げます。

雇用・労働行政に関する要請書

１．雇用・労働対策の推進について
（１）２０１９年９月１０日に公表された、独立行政法人労働政策研究・研修機構による「無期転換ルールへの対応状況等に関する調査」結果によると、無期転換ルールについての認知度は有期労働者で３５．５％しかなく、「何も知らない・聞いたことがない」とした割合が３２．０％だった。また、無期転換ルールの施行以降、自社の都合で有期労働契約を終了（雇止め）することが「あった」割合が３．３％で、更に、「無期転換を申込む権利を持つ人が出ないようにするため、あるいはその人数を減らすため、２０１８年３月末までに有期労働契約の終了（雇止め）を行った」割合が０．４％だった。
労働契約法第１８条の無期転換ルールについて、本県における法施行後の無期化と雇止めに関する検証を行うこと。また、無期転換ルールを回避する目的での雇止めについては、法の趣旨に反するものとして厳正に対処すること。同時に、使用者や労働者への法内容や趣旨の周知をはかるとともに、相談対応を強化すること。
（２）時間外労働の上限規制が２０２０年４月から中小企業も適用になる。以前、社員が長時間労働を苦に、過労自死した大企業が、再度、違法な長時間労働で労働基準監督署から是正指導を受けたとの報道があり、依然として改善されていないのではないかと危惧する。
厚生労働省が公表した「令和元年版過労死等防止対策白書」によると、業務における過重な負荷により脳血管疾患又は虚血性心疾患等を発症したとする労災請求件数は、２０１８年度において８７７件で、そのうち、労災支給決定（認定）件数が２３８件だった。そして、そのうち死亡しているケースが８２件もあった。

労働者の健康確保のために、時間外・休日・深夜労働の削減や不払い残業の撲滅に向けて、長時間労働が行われている事業場や３６協定を締結していない事業場に対する監督指導等を徹底し、法違反への適正・厳格な対応をはかること。特に、３６協定の締結をしていない事業場が約４割あるとのことから、締結のための指導を徹底すること。
２．同一労働同一賃金への対応について
（１）２０２０年４月より、「パートタイム・有期雇用労働法」が施行されるが（中小企業は２０２１年４月）、円滑な施行に向けて、労使へのガイドライン周知徹底をはかるとともに、相談支援体制の充実をはかること。また、労働局内に設置される行政ＡＤＲについて、制度周知、労働者への活用説明を労使団体と連携して行うこと。
（２）２０２０年４月、改正労働者派遣法が施行され、正社員と派遣社員との間の“不合理な待遇の格差”をなくすための「同一労働同一賃金」制度がスタートする。労働者派遣における派遣先での均等・均衡措置、派遣元労使協定など、派遣元企業および派遣先企業向けに説明会を重ねて実施し、準備を整えること。
３．若年者雇用および出産・育児等の雇用環境整備について
（１）若者が働き続けられる環境の整備に向けて、ワークルール遵守の徹底、職場のハラスメント防止対策の徹底、ワーク・ライフ・バランスの実現など、労使の取り組みを促す施策を推進するとともに、良質な就労機会の実現に向け、若年雇用促進法の確実な実施、正規雇用化の促進、労働教育のカリキュラム化などを通じた若年雇用対策を講じ、若者の定着支援対策を行うこと。
具体的には、学校とハローワーク等が連携し、若者の就職支援を強化し、若者雇用促進法を踏まえ、就職活動を行う若者が必要とする企業情報の開示を徹底するとともに、就活サイトなどの実態把握を行い、若者に適切な情報提供が行われるよう指導・監督を行うこと。また、企業に対して、各種助成金（人材確保等支援助成金、特定求職者雇用開発助成金、人材開発支援助成金、キャリアアップ助成金、トライアル雇用助成金）等、若者が職場に定着するための助成金制度を周知し、若者の雇用を積極的に促すこと。
（２）妊娠・出産や育児などを経ながら男女がともに就業継続できる環境の整備に向けて、男女雇用機会均等法や育児・介護休業法等の周知・徹底とともに、企業における両立支援制度等の充実、働き方の見直しを含めたワーク・ライフ・バランスの取り組みの促進・支援など、施策の拡充をはかること。
４．障がい者雇用について
（１）就労継続支援Ａ型の利用者は雇用労働者であり、労働関係法令が適用されることから、適正な運用がなされるよう指導・監督を強化すること。また、Ａ型事業所の大量解雇や倒産など社会問題になったことから、障がい福祉サービスから一般就労への移行を進めるにあたり、ハローワークを通じた就職件数に占める就労継続支援Ａ型事業所の利用者数などの状況を的確に把握・分析し、不適切な運営を行っている事業所を排除するとともに適正な施策を講じること。
（２）障害者雇用促進法が定める民間企業の法定雇用率（現行２．２％）が、２０２１年４月までの間に２．３％に引き上げることになっており、国、自治体および特殊法人については、現行２．５％から２０２１年４月までに２．６％に引き上げることとなっている。
そのことを踏まえ、実雇用率の向上に向けた就労支援策を強化し、障がい者の雇用促進と職場定着をはかること。また、中小企業は、障がい者雇用の取り組みが大企業より遅れており、中小企業における障がい者雇用の推進のための助成金等の支援強化、特に障がい者の受入実績がない「雇用ゼロ企業」に対する雇用前後の助成金等の支援を拡大強化すること。
５．労働災害を防止する施策の充実・強化について
（１）産業の特性や雇用・就業形態の多様性、第三次産業における労働災害の増加傾向などを踏まえた労働災害の実態調査・分析と対策を推進すること。また、外国人技能実習生の労働災害の実態についても調査・分析対象とすること。
（２）２０１８年度に山形県内で発生した労働災害状況における年齢別割合では、６０歳以上の高齢者の割合が全産業で３０％を超えている。６０歳以降も働く高齢者が増えるなかで、高齢者の労働安全対策に取り組む事業場の割合を増加させることが必要である。事業場において高齢者の災害発生リスクを検証し、安全衛生対策を推進する計画に高齢者の対策を盛り込むこと。また、高齢者の安全や健康を確保するための課題などに対する相談体制を整備・充実させること。
６．外国人労働者が安心して働くことができるための環境整備について
（１）山形労働局が公表した令和元年「外国人雇用状況」の届出状況まとめによると、山形県内における外国人労働者数は４，４９６人で、過去最高の人数となっており、今後増加することが予想される。
外国人労働者の人権を尊重し、労働者保護を確保すること。就労資格の有無にかかわらず、外国人労働者の労働基本権、日本人と同等の賃金・労働時間その他の労働条件や、安全衛生、労働保険の適用を確保すること。また、技能実習制度において、不適切な運営を行っている監理団体または実習実施者が判明した場合は、外国人技能実習機構と協力して、速やかに監督・指導すること。
（２）外国人労働者を受け入れる事業主が、労働条件通知書、就業条件明示書や就業規則等を外国人労働者の母国語や平易な日本語で作成することに対する支援と指導を行うこと。
また、外国人労働者の相談窓口を明確化し、周知すること。
７．破産した大沼の元従業員への支援について
　　破産により、1月２６日付で突然解雇された百貨店大沼の元従業員約２００名は、１月の賃金も退職金も支払われない中、労働債権も保証されずに今後の生活が脅かされている。未払い賃金の立て替え払い制度による給付および失業給付等、速やかに実行されるよう対処すること。また、ハローワークが中心となり、再就職を求める大沼元従業員およびテナント元従業員に対して、企業と求職者のマッチングの場を設けながら、早期の再就職に結びつくよう支援を行うこと。

